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研究成果の概要（和文）：「日本語教育保障法案」を創出し、冊子として発行した。国内（川崎

市、大阪市、滋賀県）、並びに、海外諸国（フランス、オーストラリア、韓国）を訪問し、移民

や外国人に関わる法律や制度、施策（特に言語教育支援施策）について現地実態調査を実施し、

「人権」「社会的包摂」という分析軸から検討を行った。法制化が進むことによる利点はもち

ろん見られたが、それのみならず、法律と運用実態の乖離や法制化による負の側面も散見

されたことも特筆したい。 
 
研究成果の概要（英文）：）：The “Japanese Language Education Guarantee Bill”has been 
created and published as a booklet. On-site surveys were conducted on public laws, 
institutions and measures (particularly, language education support measures) concerning 
immigrants and foreigners by visiting local governments in Japan (Kawasaki City, Osaka 
City, Shiga Prefecture) and foreign countries (France, Australia, Korea) and studies were 
carried out from the viewpoints of human rights and social inclusion. We would like to 
specially mention that the surveys revealed not only the benefits of the progress of 
legislation but also discrepancies between the laws/acts and their actual implementation as 
well as unfavorable consequences of legislation.  
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                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
２００９年度 4,800,000 1,440,000 6,240,000 

２０１０年度 2,900,000 870,000 3,770,000 

２０１１年度 2,500,000 750,000 3,250,000 

年度  

  年度  

総 計 10,200,000 3,060,000 13,260,000 

 
 
研究分野：人文学 
科研費の分科・細目：言語学・日本語教育 
キーワード：移民・外国人・言語政策・日本語教育保障法・人権・社会的包摂・多文化共生・

法律と運用実態の乖離 
 
１．研究開始当初の背景 
(1) グローバル化による人の国際移動によ
り、日本にも渡日外国人が増加し、定住に向

かう者も増えてきた。そのような状況を受け
て、2006 年 3 月には、総務省による「多文
化共生推進プログラム」が策定され、12 月に



は、「生活者としての外国人に対する総合的
対応策」が取りまとめられた。また、2008
年 6 月には、自由民主党外国人材交流推進議
員連盟によって「人材開国！日本型移民政策
の提言－世界の若者が移住したいと憧れる
国の構築に向けて」が発表されたり、移民庁
の設立が謳われたりと、外国人受け入れの課
題が政策レベルで本格的かつめまぐるしく
議論されるようになり、移民政策が進展する
かに見えていた。 
また研究としても、法学で在留資格、経済

学で労働管理、教育学で子どもの就学、社会
学で適応など、｢移民｣政策関連研究が増加し
ている。なかでも日本語教育の重要性と必要
性は万人が強調する点であり、大がかりな実
態調査も実施された（『外国人に対する実践
的な日本語教育の研究開発』(社)日本語教育
学会、2009）が、未だ日本語学習は、公的に
義務付けられても、権利として保障されても
いない状況にあった。 
 
(2) 日本語教育、社会教育、公法学という異
分野で、「人権」を研究基軸として、外国人
関連課題の研究を行っていた報告者らは、日
本に在住する外国人への日本語教育を保障
するための法案制定を目指した共同研究グ
ループ「日本語教育保障法研究会」を 2006
年度に立ち上げ、2007-2008 年に科学研究費
補助金を得て、「ニューカマーに対する日本
語教育保障法案の創出をめぐる言語教育
学・公法学的研究」（萌芽研究）を実施した。
その目的は、まさしく研究課題のとおり、「日
本語教育保障法案」の創出であった。今や日
常語となりつつある「多文化共生」概念の理
論的再検討を行い、分担者の各専門分野での
知見を集結・検討・接合して、同化施策に陥
ることのない、「人権」と「社会参加」を保
障できる「日本語教育保障法案」にするべく、
研究会内で質的かつ量的に検討を繰り返し
た。内容としては、かなり完成には近づいて
いたものの、成果物として完成品に至る前に
研究期間が終了し、その発行は以後に持ち越
されることになった。 
 
２．研究の目的 
(1) 「日本語教育保障法案」の完成とさらな
る検討 
 上記、１．(2)で述べたように、まず、本研
究の第一の目的は、完成間近であった「日本
語教育保障法案」を完成させ、発行すること
である。また、完成後も、常に関連他分野か
らの知見や情報、今後めまぐるしく変化して
いくことが予想される外国人関連施策等の
検討を継続し、そこから必要と思われる知見
を「日本語教育保障法案」に還元し、より適
切な法案へと改案していくことを目指す。 
 

(2) 日本および海外諸国における外国人に
対する言語政策の理念と運用実態の検討 
 日本において適切な言語政策を立案し、そ
して日本語教育保障のための法案を制定、運
用するためには、海外諸国で立案、運用され
ている移民や外国人に対する政策、および日
本の地方自治体における外国人関連施策を
検討することが不可欠である。2007－2008
年の研究は、2 年という短期間であったこと
と予算の事情から、現地実態調査をほとんど
実施できなかった。そこで、本研究では、そ
れを実施し、調査結果を分析し、日本での政
策策定に活かすことを目的とする。 
 
３．研究の方法 
(1) 「日本語教育保障法案」の策定に関して 
 「日本語教育保障法案」の内容については、
前年度にほぼ完成に近い段階にあったが、さ
らに各種資料を参考にして研究メンバー間
で検討を重ね、完成を目指す。 
 
(2) 日本および海外諸国における実態調査
に向けて 
 現地実態調査に際し、以下のような点に注
目して実施する。 
① 国（マクロレベル）における政策はいか
なるものか、それはいかなる理念に基づいて
いるのか（例えば、多文化主義、統合主義な
ど）。 
② 地方自治体（メゾレベル）の政策や制度
はいかなるものか、それは①が反映されたも
のか、整合性があるか。 
③ 言語教育現場（学校や地域の教室）（ミ
クロレベル）の教育方法や内容はいかなるも
のか、そこには、①や②が反映されているか、
政策と教育実践の間に乖離はないか。 
 なお、調査対象機関や調査対象者の選定に
あたっては、本研究グループが重要視してい
る「人権」「社会的包摂」「社会参加の促進」
などを基準とした。詳細は、４．研究成果に
て報告する。 
なお、王道として、外国人施策・移民政策

を制定・実施している国家機関や地方自治体
政府にはもちろん出向いたが、それ以外に、
反差別や人権を旗頭に掲げて活動を行って
いる NGO や、社会を啓発し、社会現象をク
リティカルに見つめ、分析する(はずである)
マスコミ、さらには入札制度で敗北を期した
言語教育機関も高い優先順位で選択した。 
 そしてまた、その調査協力対象者に対する
質問項目にも、クリティカルな視点を盛り込
んだ。 
 本研究が目指していることは、前例の優れ
た、見習うべき部分に目をくらまされること
なく、法制化が行われることによって生まれ
る負の側面やバックラッシュを見逃さずに
洗い出すことであるためである。 



 
４．研究成果 
(1) 「日本語教育保障法案」の創出 
 法案はその理念としては、１．でも示した
ように、「人権」と「社会参加」を基軸とし
ている。また、法案の形式としては、基本枠
組みを定める「基本法」を目指した。これは、
各自治体等で運用の柔軟さを鑑みてのもの
である。条項のみ、以下に示す。 
第 1章 総則 
 第 1 条 本法の目的 
 第 2条 定義 
 第 3 条 本法の解釈基準並びに基本理念 
第 2章 基本方針及び基本計画 
 第 4条 基本方針 
 第 5条 基本計画 
第 3章 国、地方公共団体並びに事業者の責 
    務 
 第 6条 地域社会における日本語教育にか

かる責務 
 第 7条 子どもの日本語教育にかかる責務 
 第 8条 雇用関係等における日本語教育に

かかる責務 
 第 9条 実施機関・専門研究機関の整備 
第 4章 雑則 
 第 10 条 本法の実施にかかる法整備 
 
(2) 日本および海外諸国における実態調査
から得られた知見 
① 国内調査 
a. 人権型自治体（川崎市、大阪市） 
 両市とも、古くから在日朝鮮・韓国人が暮
らす町であり、さらに大阪市には、被差別部
落が数多く存在し、それらの状況から、両市
では、マイノリティへの生活・教育支援が行
われてきた歴史を有していることが大部分
の他の自治体とは異なる特徴であろう。 
 調査から見出された両市に共通する施策
の特徴は、外国人に対する日本語教育支援を、
社会教育並びに生涯教育の枠組みで実施し
ていること、すなわち、教育委員会が「教育」
として実施している点である。日本における
地域日本語教室の大部分が、国際交流協会等
をはじめとする「国際交流」「国際理解」の
枠組みで実施されていることと、言語保障・
教育保障という意味における違いは大きい。 
 ただし、運用実態としての教育実践におい
ては、学習者数に対して教室や学習支援者が
不足している、学習内容が日本語ボランティ
アに一任されたままで担当職員が把握でき
ていない、日本語教育専門家やコーディネー
タの必要性は感じながら雇用ができていな
い、などの課題も多く、根本的な解決には、
国の政策としての言語保障が必要であると
いう声が職員への聞き取り調査で聞かれた。 
b. 国際型自治体（滋賀県） 
 滋賀県は京都、大阪へのアクセスもよく、

製造業が盛んであるため、近年、外国人、特
にブラジル人の増加が著しい自治体である。 
 調査に訪れた県の商工観光労働部の国際
室が県内を見渡し、丁寧に機関や人をつなぐ
機能を果たしていることがわかった。 
成人外国人に対しては、市・町が関わって

いる日本語教室を 10 か所、ボランティア主
催の教室を 7 か所開設している。また、子ど
もたちに対しては学校を中心に教育支援を
実施している。公立学校以外にブラジル人学
校も存在するが、経営難のため閉校した学校
もある。また、文科省の「虹の架け橋教室」
も実施されていた。 
「国のレベルで外国人の受け入れをどう

するかという「そもそも論」がなされていな
いことが問題。その議論がなされ、財源が伴
う法律がつくられることが重要。国の財源的
な後ろ盾がないと、多文化共生の推進は、役
所としてやってもやらなくてもいい仕事に
なってしまう」ということばに現場の苦労と、
今後の目指すべき方向性が示されている。 
 
② 海外調査 
a. フランス 
 ユネスコパリ本部、移民へのフランス語教
育施策の統括を行っている文化コミュニケ
ーション省、フンラス語教育やフランス語教
師養成に関わっている研究者、人権擁護の
NGO である MRAP、朝日新聞パリ支局を訪
問し、聞き取りを実施した。 
 フランスの移民問題は 2 つある。1 つは新
規受け入れの問題で、もう 1 つは 2，3 世の
国民統合の問題。後者がより根深い問題であ
る。前者に関しては 2007 年の CAI（受入統
合契約）により、移民へのフランス語教育が
義務化された。しかし、それにより、移民の
選別が行われたり、また、市場原理によって
優れた教育を実施していた小さな団体が排
除される、ということなど、法律・制度の制
定による負の側面も見られた。 
b. オーストラリア 
 成人移民への英語教育政策の統括機関で
ある移民市民権省、クイーンズランド州教育
省、ニューサウスウェールズ英語教育機関で
ある AMES、メルボルン大学、クイーンズラ
ンド大学、オーストラリア国立大学の言語教
育並びに法学研究者、移民支援 NGO を訪問
調査した。 
 市民権を取る予定の永住者に対象を絞り、
英語教育システムを権利として無償で提供
していることは「保障」という観点から、意
義が深い。また、子どもに対しても、公教育
の枠組みをとおして手厚い言語教育支援が
なされている。 
 ただし、今後は、全国統一テストの実施が
間近に迫っていたり、選別的移民受け入れの
方針が強まっているなど、移民への教育支援



のあり方に影響が表れることも予測される。 
c. 韓国 
 3 か年にわたり、国家機関（法務部、保健
福祉部、女性政策研究院、国家人権委員会）、
自治体の外国人支援機関（安山市外国人住民
センター、多文化家族支援センター、他）、
NGO（韓国移住女性人権センター、アジア人
権文化連帯、他）、マスメディア（朝鮮日報、
他）、個人研究者を訪問し、見学および聞き
取り調査を実施した。 
 2007年の在韓外国人処遇基本法と 2008年
の多文化家族支援法の制定により、政策そし
てその運用による支援実態が劇的に変化し、
まだその渦中にある。今後の展開に目を離せ
ない。 

韓国は「取りあえず（制度を）つくってみ
て、実施しながら修正していく」というのが
法や制度づくりの基本であるということを、
調査のなかで何度も耳にした。その違いが日
本において一切の制度設計が進まない違い
なのであろう。 
調査の詳細は下記、［その他］の学術資料

をご覧いただきたい。 
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